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【2026年4月1日実施】

2025年度自己点検自己評価（2025年4月1日～2026年3月31日）による

大項目 点検・評価項目 点検・評価項目総括 特記事項（特徴･特色･特殊な事情等）

1
教育理念
・目的
・育成人材像

3

職業人教育を通じて社会に貢献するというミッションもと、実学教育、人間教育、国際教育という
3つ理念を我々の育成する人材像の根底とし、日々変化を続ける音楽・エンターテイメント業界
で社会の変化に対応しうるAI・テクノロジーという高度な技術を習得した人材、また業界で即戦
力となる人材を育成するために、業界とともに業界に必要な人材を開校当初から揺るがない産
学連携教育を通して育成。更に質の高い人材育成のために、教職員が同じビジョンを持ち、計
画し、実行できる強い組織を目指す。
「職業人教育を通して社会に貢献する」ことをミッションとし、建学の時から変わらない「3つの教
育理念」
・実学教育  ・人間教育  ・国際教育
「4つの信頼」
①学生・保護者からの信頼  ②産業界からの信頼
③高校からの信頼  ④地域からの信頼を得られるように学校運営をしている。

『産学連携教育』により、テクノロジーの普及により高度化する社会に対応した技術・知識の習
得とともに、業界企業との現場経験を繰り返し体で覚えることで、即戦力として活躍できる人材
の育成を実現している。
音楽・エンターテイメントを通して、創造力と個の力を持った人材を育成することで社会に貢献
したいと考えている。

第8期5カ年計画の達成はもとより、その先の10年後、50年後にわたって成長し続ける
組織であるためには、滋慶学園グループのミッション、理念、教育哲学を次世代へ継
承していくことが不可欠である。その実現に向け、グループ常務理事を招聘した職員
研修を年間3回実施し、理念の理解と実践力の向上を図っている。その学びを教育現
場に還元することで、在校生一人ひとりの満足度向上と、「好きなことを仕事にする」と
いう夢の実現につなげている。
「一人ひとりを大切にする」という考えのもと、学生が満足できる学校づくり、そして卒業
後に夢を実現できる学校づくりを目指している。教職員全員が学び続け、職業人教育
を通じて社会に貢献できる人材育成に取り組む。

本校では、滋慶学園グループが掲げる以下の3つの教育理念を教育の基盤としてい
る。
* 実学教育
    　実力（社会で生き抜く力）を養う教育
* 人間教育
    　人間性や社会人基礎力を身につける教育
* 国際教育
    　多様性を受け入れ、国際的な視野を養う教育
さらに本校の4年制教育では、これらの基盤の上に、これからの時代に求められる「テ
クノロジー」「英語」「マネジメント」を教育コンセプトとして位置付け、業界の未来を担う
人材育成を推進している。
*テクノロジー
　　AIやxRなどの先端技術を理解し、創造活動やビジネスの現場で活用できる力を養
う。

2
学校運営

2-4
運営方針は定められているか

3
教育活動

4
教育成果

滋慶学園グループが1992年より実施している5カ年計画において2025年度は第7期5カ年計画
4年目である。さらなる量から質への転換として、これまでの職人教育からマネジメント人材育成
に向けての4年制・3年制学科にシフトした教育への移行は順調に進んでいる。事業計画につ
いては、少子化や制度の変化を捉え、長期・短期的視点を元にしっかりと計画立て、年度ごと
の決算と合わせて修正し、実現可能な事業計画を作成して実行している。また作成した事業計
画は、法人常務理事会、法人理事会の決済を受け、承認を得ている。
事業計画においては、グループ全体の方針や方向性、組織、各部署における目標や取り組
み、職務分掌、各種会議及び研修等々についてが明確に示されている。
DXに対する取り組みとして、広報DX、教育DX、就職DXと3大業務におけるDX化に積極的に
取り組んでいる。
グループ全体としてのDX委員会による決定事項ではなく、学内DX委員を選任し、グループ全
体と各学校の個別最適化を図るため、学内にも委員を設定し、さらなる業務効率化と個別最適
化を実施している。DXの推進と合わせて、昨今問題視されている情報セキュリティーに関して
のポリシーはもちろん、学園本部にセキュリティ部門を設置し、大情報化社会に対応した更なる
リスクを低減するよう努めている。

2026年度4月に新たな新入生を迎え、高度専門士4年制の在校生数は昨年度160名
から今年度207名に、そして専門士3年制の在校生数は昨年度181名から217名と順調
に4,3年制学科へのシフト進んでいる。
DXにおいても、2025年度は特に教育DXという視点で新たなダッシュボードをグルー
プとして開発。在校生の状況をDXを取り入れ把握することで、更なる学生満足を図る
仕組みを考え実施していく。
滋慶学園グループではグループ全体の情報セキュリティ部門を新たに設置。（滋慶
CSIRT）ガイドラインをもとに、実際のインシデントが起こった際の報告、相談窓口を設
定。また合わせて、教職員への更なるリテラシー定着の徹底を図るため、DXリテラシー
理解度テストを実施するほか、事務局長/教務部長が中心となり、学校全体が安心・安
全の運営ができるよう、様々な研修や会議を実施し、個人個人業務への落とし込みを
行っていく。
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3-19
資格取得の指導体制はあるか

4-20
就職率(卒業者就職率・求職者就職
率・専門就職率)の向上が図られている
か

4-21
資格取得率の向上が図られているか

3-13
学科の各科目は、カリキュラムの中で
適正な位置付けをされているか

3-14
キャリア教育の視点に立ったカリュキュ
ラムや教育方法などが
実施されているか

3-15
授業評価の実施･評価体制はあるか

3-16
育成目標に向け授業を行うことができ
る要件を備えた教員を確保しているか

3-17
教員の専門性を向上させる研修を行っ
ているか

3-18
成績評価・単位認定の基準は明確に
なっているか

4年制学科では、「マネジメント・プロデュース」を教育の中核に据え、スタートアップ・起業を支
援するアーティストピッチ大会など、実社会と連動した学びを展開している。また2025年度は社
会貢献ミュージカル「明日への扉」を大阪・関西万博で公演を実施し、国際性豊かな来場客に
教育の成果をご覧いただく機会にも恵まれた。
そのようにして、専門技術を磨くスペシャリストの育成に加え、業界や組織を牽引できるマネジメ
ント人材の育成にも挑戦している。

学科ごとに目指す人材像と学修期間を明確に設定し、教育を展開している。
（2026年度より2年制学科の募集を停止した）

* 4年制学科：マネジメント人材の育成
* 3年制学科：クリエーター人材の育成

それぞれの学科において、「目指す仕事に応じた学びの期間」という考え方のもと、教育内容を
設計し運営している。
また、本校独自の「産学連携教育」を通じて、企業や業界が求める実践力を身につけた人材を
育成している。業界との連携による豊富な実践機会により、卒業後すぐに活躍できる即戦力人
材を継続的に輩出している。

一方で、最重要課題の一つが退学者の低減である。これまでの取り組みにより退学率は改善
傾向にあるものの、「辞めない学校」の実現にはまだ至っていない。
学生一人ひとりが学び続けられる環境づくりをさらに推進し、退学防止に向けた取り組みを強
化していく必要がある。

また、卒業生全員が第一希望の専門職種への就職・デビューを実現できるよう、「授業づくり」
「クラスづくり」「個別支援」のさらなる充実を図ることが求められる。学生一人ひとりの成長段階
や目標に応じた支援体制を強化し、夢の実現につながる教育の質向上に取り組んでいく。

夢や目標を持って入学した学生一人ひとりが学ぶ意欲を維持・向上させ、「もっと学び
たい」と感じられる教育環境の構築を目指す。そのために、学生が主体的に学びへ取
り組むことができる仕組みづくりと、一人ひとりの成長や目標に応じた教育プログラム
の充実を推進する。

教職員共通の目標を「卒業すれば夢を実現できる学校」と位置付ける。学生満足度の
重要な指標の一つとして出席率80%を設定し、定期的に状況を確認・分析することで、
数値に基づいた授業改善を講師とともに継続的に行う。

また、「できなかったことができるようになる」を授業の基本方針とし、学生が成長を実
感できる学習機会の提供に取り組む。

【重点目標】

1．就職希望者全員の就職実現

2．退学率0％の実現と入学者全員の卒業

＜上記目標達成に向けた主な教務活動＞

学生一人ひとりの目標や学習状況に応じた時間割運営を行い、個々の成長を支援す
る。また、プロジェクト活動や実習授業については、教育効果と学生負担のバランスを
考慮しながら、適切な内容と量を提供する。

さらに、本校の特色である産学連携教育を推進し、企業プロジェクトを通じて将来の職
業への理解や仕事のやりがいを実感できる機会を創出する。企業との事前オリエン
テーション、実習、フィードバックおよび振り返りまでを一連の学習プロセスとして設計
し、学びの成果を最大化する取り組みを実施する。

これらの教育活動を通じて、学生満足度の向上、退学率の低減、就職実績の向上を
実現し、業界および社会から選ばれる学校づくりを推進する。

4-22
退学率の低減が図られているか

2-5
事業計画は定められているか

2-6
運営組織や意思決定機能は、効率的
なものになっているか

2-8
意思決定システムは確立されているか

2-9
情報システム化等による業務の効率化
が図られているか

3-10
各学科の教育目標、育成人材像は、そ
の学科に対応する業界の人材ニーズ
に向けて正しく方向付けられているか

本校における重要課題の一つが、退学者のさらなる低減である。（2025年度は1年生退学率
7.9%、全学年退学率4.1%）
病気や怪我、精神的な不調など、個別の事情によるケースについては、学生支援体制の充実
や関係機関との連携を含めた対応が求められる。一方で、入学後間もない時期に進路変更や
学習意欲の低下を理由として退学に至るケースについては、教育機関として真摯に向き合うべ
き課題であると認識している。

学生が自ら選択した進路に自信と誇りを持ち、学び続けることができる環境を整備するために
は、入学前の進路選択支援から入学後の学習支援、キャリア支援までを一貫して強化していく
必要がある。また、学生一人ひとりが成長や達成感を実感できる教育を提供し、「学び続けた
い」と思える学校づくりを推進していく。

本校の教育成果目標である「好きなことを仕事にする」の実現に向けては、実践的な授業と産
学連携教育をさらに充実させ、業界が求める知識・技術・人間力を兼ね備えた人材の育成を目
指す。学生が在学中から業界との接点を持ち、仕事の魅力や社会的役割を実感できる機会を
増やすことで、学習意欲の向上とキャリア形成につなげていく。

就職分野においては、開校以来、就職希望者全員就職を継続して達成している。今後は就職
率という量的成果だけでなく、学生が学んだ専門分野を活かし、自らの夢や目標に直結する職
業へ進むことを重視する。そのため、「第一専門職種への就職」を新たな重点目標として掲げ、
業界との連携強化（2026年度よりインターンシップを強化する）、個別キャリア支援の充実、実
践教育のさらなる高度化に取り組み、教育成果の質的向上を目指す。

第一専門職種への就職率向上を目指し、早期化する就職活動への対応を強化す
る。今までも実施している就職出陣式や企業説明会をさらに充実させるとともに、企業
と連携したインターンシップについても「早期化・長期化」を推進し、学生が業界との接
点を持つ機会を拡大する。

また、学生一人ひとりが自身の目標を明確に持ち、学んだ専門分野を活かした進路
選択ができるよう、キャリア教育および就職支援のスケジュールを見直す。業界理解、
職業理解、企業研究を早い段階から実施することで、「好きなことを仕事にする」ため
の挑戦を後押しし、第一専門職種への就職実現を目指す。
特にインターンシップについては、関西だけでなく、姉妹校があるスケールメリットを活
かして都内を含む全国250社とのインターンシップ連携契約を結ぶことを目標とする。

退学率低減に向けては、学園グループ内の「チームゼロ」の活動を継続し、退学防止
に関する勉強会や事例研究を通じて、学生支援の質向上に取り組む。個々の事例か
ら課題や成功要因を分析し、早期発見・早期対応の仕組みづくりを推進する。

さらに、卒業生の活躍事例を積極的に発信するため、広報と教務が連携し、卒業生イ
ンタビューの実施およびホームページへの掲載を進める。在校生も閲覧できる環境を
整備することで、将来のキャリアを具体的にイメージできる機会を創出し、学習意欲の
向上と職業観の醸成につなげる。

これらの取り組みを通じて、学生が将来の目標を明確に持ち、学び続ける意欲を維持
しながら成長できる教育環境の実現を目指す。

2
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5-24
就職に関する体制は整備されているか

5-25
学生相談に関する体制は整備されて
いるか

6-32
施設・設備は、教育上の必要性に十分
対応できるよう整備されているか

6-33
学外実習、インターンシップ、海外研修
等について十分な教育体制を整備し
ているか

6-34
防災に対する体制は整備されているか

6
教育環境

7
学生の募集と
受け入れ

5
学生支援

4-23
卒業生・在校生の社会的な活躍及び
評価を把握しているか

5-26
学生の経済的側面に対する支援
体制は整備されているか

5-27
学生の健康管理を担う組織体制はある
か

8
財務

7-37
入学選考は、適正かつ公平な基準に
基づき行われているか

5-28
課外活動に対する支援体制は整備さ
れているか

5-29
学生寮等、学生の生活環境への支援
は行われているか

5-30
保護者と適切に連携しているか

5-31
卒業生への支援体制はあるか

7-35
学生募集活動は、適正に行われている
か

7-36
学生募集活動において、教育成果は
正確に伝えられているか

7-38
学納金は妥当なものとなっているか

8-39
中長期的に学校の財務基盤は安定し
ているといえるか

8-40
予算・収支計画は有効かつ妥当なもの
となっているか

8-41
財務について会計監査が適正に行わ
れているか

「予算は決算」の考え方のもと、全ての事柄を数字で捉え、正確かつ実現可能なもの
にするために熟考した事業計画を策定。そのために広報の見直し(入学定員・入学見
込み)、教務の見直し(在校生数、進級数、卒業生数)を常に数値で確認し定期的な修
正予算を作成する。事業計画・予算は学校責任者が協議して作成し、滋慶学園本部
がチェックし、修正して最終的に理事会・評議員会が承認する体制を整えている。さら
に、予算に基づいて学校運営がなされているかどうかは四半期ごとに予算実績対比
を出し、学校責任者と学園本部が協議し予算と実績が乖離しているようであれば修正
予算を編成し、理事会・評議員会の承認を得る。作成した決算書、・事業報告書につ
いては、情報公開の対象となり、利害関係者の閲覧に供することとなる。

エンターテインメント業界は、AIやxRをはじめとするテクノロジーの進化により、大きな変革期を
迎えている。本校では、こうした社会・業界の変化に対応するため、モーションキャプチャースタ
ジオを整備し、リアルエンターテインメントとバーチャルエンターテインメントの双方を学ぶことが
できる教育環境を構築した。これにより、学生の学習領域はさらに拡大し、新たな表現方法や
職業領域への挑戦が可能となっている。

一方で、技術や表現手法が変化しても、エンターテインメントの本質は「人に喜びや感動を届
けること」にある。そのため本校では、テクノロジーを活用する力だけでなく、「誰に、どのような
価値を届けるのか」を考え抜く創造力（クリエイティビティ）を育成することを重視している。

その実現に向けて、本校独自の産学連携教育をさらに発展させ、企業や業界と連携した実践
的な学びを推進する。教育課程編成委員会や業界企業からの助言を積極的に取り入れなが
ら、教育内容、設備環境、実習プログラムを継続的に見直し、変化する業界ニーズに対応した
教育を提供する。

エンターテインメント業界を取り巻く環境は急速に変化しており、教育機関にも常に時代に即し
た学習環境の整備が求められている。本校では、業界のニーズや技術革新の動向を踏まえな
がら、施設・設備・機材の計画的な更新を進めている。

特に近年は、AI、xR、バーチャルプロダクションなど新たなテクノロジーが業界構造そのものを
変えつつあることから、単に最新設備を導入するだけではなく、「将来の業界で求められる力は
何か」という視点を持ちながら教育環境を整備していくことが重要である。教育課程編成委員会
や業界企業からの意見を取り入れながら、学生の学びに真に必要な設備・機材の選定を行
い、実践的な教育環境の充実を図る。

また、本校が掲げる「国際教育」の推進においても、新たな取り組みを進めている。海外渡航費
用の高騰や社会情勢の変化により、すべての学生が海外研修へ参加できる状況ではないもの
の、オンライン技術の活用により、海外の教育機関とつながる機会を継続的に提供している。
ニューヨークの姉妹校とのオンライン授業や交流プログラムを実施することで、国内にいながら
国際的な学びを体験できる環境を整備している。

さらに、国際部門との連携を強化し、海外実学研修の再活性化にも取り組む。実際に海外で学
び、異文化に触れ、世界基準のクリエイティブやエンターテインメントに触れる経験は、学生の
視野を広げるだけでなく、英語力やコミュニケーション能力の向上にもつながる。本校が推進す
る「英語を道具として活用し、世界に発信できる人材育成」の実現に向けて、海外との接点をさ
らに拡大していく。

加えて、安心・安全な学習環境を維持することも学校運営における重要な責務である。地震や
火災などの災害発生時に適切な行動が取れるよう、定期的な防災訓練を実施し、学生・教職
員双方の防災意識向上に努めている。また、緊急時の連絡体制や避難体制についても継続
的な見直しを行い、有事の際に迅速かつ適切な対応ができる体制を整備している。

今後も、本校が掲げる「実学教育」「人間教育」「国際教育」に加え、「テクノロジー」「英語」「マ
ネジメント」を実践できる人材育成を支える基盤として、教育環境の整備、安全対策、国際交流
機会の充実に取り組み、学生一人ひとりの成長を支援していく。

大阪府専修学校各種学校連合会に加盟し、連合会が取り決めたルールに従って募集活動を
行っている。
学生募集において様々な進路説明会、またオープンキャンパスにおいて、本校の強みである
「産学連携教育」とそれを通じての「人づくり」、「4,3年間の充実した学園生活」を伝えている。
また、入学選考では、一人ひとりの将来の夢を重点的に聞くことで、目標・目的を持って入学し
ているかの確認も行っている。
入学前から在学中において、学費納入サポート、奨学金手続きなど一人ひとりのサポートを手
厚く行い、一人でも多くの方が諦めずに「好きなこと」を仕事にしていただけるよう努めている。
学納金は明示した内容以外での徴収は行わず家庭状況に合わせて延納または分納などの納
入方法を準備し、都度保護者との連携を取りながら進めている。

学生が安心・安全に学びを継続していくためには、財務は学校運営において、非常に重要な
要素の1つである。
当該年度の予算組みだけではなく、常に5カ年分の予算計画を策定。財務基盤の確立を目指
すにおいて重要である「入学定員充足」、そして「退学防止」に職員一丸となって数値的な目標
をもって取り組み、翌年の計画、更にはその翌々年の計画においても数字の推移とともに状況
に応じながら都度修正を行っている。
また、修繕においても長期修繕計画を立て、より学生が学びやすい環境を保つため堅実な運
営をしている。
これらの通り、確実に達成できる数字に基づいて予算計画を遂行し、次年度事業計画、５ヶ年
の収支予算を立て、学校の財務基盤を安定させるための戦略戦術を計画をもって実施してい
る。

近年、就職活動の早期化が進む中、本校においても入学直後からキャリア形成を意
識した支援体制の構築を進めている。業界研究や企業研究、自己分析、適性把握な
どを早い段階から実施し、教務部門とキャリアセンターが連携しながら、学生一人ひと
りの目標達成を支援している。特に、「第一専門職種への就職」を重要な成果指標と
して位置付け、学生が学んだ専門分野を活かした進路選択を実現できるよう取り組ん
でいる。

そのための基盤として、入学前情報、在学中の学習状況や出席状況、面談記録、
キャリア活動履歴、卒業後の進路情報までを一元管理できる学生情報システムの整
備を進めた。これにより、学生の成長過程や課題を時系列で把握できるだけでなく、
多面的なデータ分析を通じて、より効果的な支援が可能となった。

従来は、教職員の経験や日常的なコミュニケーションから得られる情報を中心に学生
支援を行ってきたが、今後はそれらの「感覚値」に加え、「数値データ」を活用した支
援へと進化させていく。出席状況や成績推移、面談履歴、就職活動状況などを総合
的に分析することで、学生の変化や課題を早期に発見し、適切なタイミングで支援に
つなげることができる。

また、この仕組みは就職支援だけでなく、退学率低減にも大きく寄与するものと考えて
いる。学生の学習意欲の変化や学校生活上の課題を早期に把握し、教務、キャリアセ
ンター、学生サービスセンターが連携して対応することで、一人ひとりに寄り添った支
援体制を強化する。

今後は、蓄積されたデータを教育改善にも活用し、授業内容やキャリア教育プログラ
ムの見直し、学生支援施策の高度化を進めていく。データと人による支援を融合させ
ることで、学生理解をさらに深め、「辞めない学校」「第一専門職種へ就職できる学校」
「好きなことを仕事にできる学校」の実現を目指す。

産学連携教育や企業実習については、その機会を十分に確保できており、学生に対
して実践経験の場を提供できる環境が整っている。一方で、今後は実習機会の「量」
の確保だけでなく、「質」の向上が重要な課題であると認識している。

そのため、各企業との連携をさらに強化し、学生が目指す職業やキャリアに直結する
実習内容へとさらに発展させていく必要がある。実施にあたっては、企業との事前打
ち合わせを充実させ、業界が求める知識・技術・姿勢を教育内容へ反映できるよう継
続的な改善を行う。

また、単なる作業体験に留まらず、「なぜその仕事が必要なのか」「誰のために行うの
か」「どのような価値を生み出しているのか」を理解できる学びを重視する。学生が職
業人としての責任ややりがいを実感しながら学べるよう、実際の仕事に近い環境や課
題に取り組む実践型プログラムを積極的に導入していく。

さらに、企業プロジェクトやインターンシップにおいては、実施前の目標設定、実施中
の振り返り、実施後のフィードバックまでを教育プログラムとして体系化し、学習効果の
最大化を図る。現場経験を単なる体験で終わらせるのではなく、学生自身の成長や
キャリア形成につなげる仕組みづくりを推進する。

これらの取り組みを通じて、学生が在学中から業界との接点を持ち、仕事の本質や社
会的価値を理解しながら成長できる教育環境を構築する。そして、「好きなことを仕事
にする」という教育成果目標の実現とにつなげていく。

学生募集については、AOエントリーや募集開始時期、募集内容ルールを遵守し、ま
た過大広告を一切排除し、厳正な学生募集に配慮している。
2026年度4月募集において、2年制学科の募集を停止し、高度専門士4年制、専門士
3年制のみの募集を実施。結果としては2025年度4月募集に対して、入学者が105%
アップという結果となった。募集活動の中で音楽・エンターテイメント業界の変化を進
学相談会、オープンキャンパス等で来校者に伝えることで、これまでの2年制による職
人教育から社会の変化に対応するために4,3年間でテクノロジー・英語力・マネジメン
トの力を持った創造力豊かな人材を育成していくというコンセプトが伝わったのではな
いかと考えられる。選んでいただいた新入生、そして全ての在校生、保護者、業界、地
域の方々に喜んでいただけるようしていただけるよう、業界が必要とする人づくりを通
して4つの信頼を得ることができる学校を目指す。
2027年度募集においては、上記のことを更に徹底するほか、少子高齢社会の中18歳
人口が105万人、大学全入時代の中、「夢を持つことの大切さ」「好きなことを仕事にす
ることの素晴らしさ」を一人ひとりの来校者に伝え、更に変化を続ける音楽・エンターテ
イメント業界で活躍するために必要なAI・テクノロジーについての学びなど、これから
の社会に必要な人材になっていただけるよう一人ひとりに寄り添った広報活動を行う。
特に進路指導は高校2年生12月頃には方向性が決まるため、早期認知～早期接触
の機会を作り、長い期間をかけて職業観を養い、学校の事を理解していただく広報戦
略にシフトしている。入学定員100％を目指し広報活動を行う。
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10-47
学校の教育資源や施設を活用した社
会貢献を行っているか

10-48
学生のボランティア活動を奨励、支援
しているか

1
0
社会貢献

3

本校は、「実学教育」「人間教育」「国際教育」の3つの教育理念を実践するとともに、「学生・保
護者」「産業界」「高等学校」「地域社会」から信頼される学校づくりを目指している。この「4つの
信頼」の獲得こそが、本校に求められる社会的責任を果たし、地域および業界への貢献につな
がるものと考えている。

近年、教育機関には人材育成だけでなく、地域課題の解決や地域活性化への参画も期待さ
れている。本校では、地域や行政、企業との連携を積極的に推進し、学生が学びを通じて社会
と関わる機会を創出している。

滋慶学園グループは、大阪市西区・北区・淀川区との包括連携協定を締結しており、教育、福
祉、文化振興などさまざまな分野で協力体制を構築している。本校においても、大阪・関西万
博の機運醸成事業への参画や職業体験セミナーの実施など、行政と連携した新たな取り組み
を展開している。こうした活動は地域貢献であると同時に、学生にとっては実践的な学びの場と
なっている。

また、地域イベントへの参画も継続して行っている。地域のお祭りである「西六まつり」では、司
会やイベント運営に携わるだけでなく、学生が企画・制作した大阪・関西万博機運醸成のため
の盆踊りパフォーマンスを披露し、多くの地域住民や来場者との交流を実現した。学生自身が
企画から運営、発信までを担うことで、地域社会とのつながりを実感するとともに、実践力や社
会人基礎力を身につける機会となっている。

さらに、本校の教育活動を象徴する取り組みとして、1994年の初演以来継続している社会貢献
ミュージカル「明日への扉」がある。学生が主体となって創り上げるこの公演は、単なる舞台発
表ではなく、社会へのメッセージを発信する教育プログラムとして位置付けている。行政関係者
や教育関係者をはじめ、多くの来場者に本校の教育活動への理解を深めていただく機会と
なっており、日本骨髄バンクや夏目雅子ひまわり基金への募金活動をはじめとする社会貢献活
動も継続して実施している。これらの活動を通じて、学生が他者や社会のために行動する姿勢
を育み、「人間教育」の実践につなげている。

今後も、本校は地域・行政・企業との連携をさらに強化し、学生が社会との関わりの中で成長で
きる教育環境を構築していく。地域から必要とされ、地域とともに発展する学校として、教育活
動を通じた社会貢献を推進していく。

本校では、地域社会との連携を教育活動の重要な柱の一つと位置付け、学生が学び
を通じて社会とのつながりを実感できる機会の創出に取り組んでいる。

大阪市西区との連携事業の一環として実施する学園祭では、地域貢献を企画段階か
ら教育プログラムに組み込み、売上の一部を寄付する取り組みを継続している。学生
自身が企画・運営に携わることで、「地域のために自分たちができることは何か」を考
える機会となり、地域社会への理解や社会貢献意識の醸成につながっている。

また、地域との交流を通じて、多様な世代や価値観に触れることは、エンターテインメ
ント業界で求められるコミュニケーション力やホスピタリティの向上にもつながる。学園
祭をはじめとする地域連携活動を、単なるイベント運営ではなく、人間教育の実践の
場として位置付けている。

さらに、高等学校軽音楽部への支援活動も継続して実施している。指導者の派遣や
演奏指導、パフォーマンス支援に加え、高校間のネットワーク形成をサポートすること
で、高校生が音楽活動に主体的に取り組める環境づくりに貢献している。地域の音楽
文化やエンターテインメント活動の発展に寄与するとともに、業界の未来を担う人材育
成にもつながる取り組みとなっている。

社会貢献活動としては、滋慶学園COMグループが長年取り組んでいる骨髄移植推
進キャンペーンミュージカル「明日への扉」を継続して実施している。学生が主体と
なって公演を創り上げる過程で、表現力や専門技術だけでなく、命の大切さや社会課
題への理解を深める機会となっている。

また、中学校への出張体験授業や職業理解支援にも積極的に協力し、次世代を担う
若者へエンターテインメント業界の魅力や職業観を伝える活動を行っている。こうした
取り組みは地域社会への貢献であると同時に、本校学生にとっても、自らの学びや将
来の職業について改めて考える機会となっている。

加えて、大阪・関西万博に関連するさまざまな地域連携事業への参画を通じて、行政
や地域団体とのネットワークを拡大している。地域から寄せられる期待や課題に向き
合いながら、学生自身が地域社会の一員として主体的に行動し、より住みやすく、学
びやすく、魅力あるまちづくりに貢献できる人材へと成長することを目指している。

今後も地域・行政・教育機関・企業との連携を強化し、「地域に支えられる学校」から
「地域の発展に貢献する学校」へと発展しながら、教育活動を通じた社会貢献を推進
していく。

9
法令等の遵守

9-45
自己点検・自己評価の実施と問題点の
改善に努めているか

9-46
自己点検・自己評価結果を公開してい
るか

学校経営において守りの部分である法令遵守は、滋慶学園グループとしても非常に重要な要
素として掲げており、教職員全員でその方針のもと、コンプライアンスを意識した取り組み、そし
て実行に努めている。
法人理事会のもとに、コンプライアンス委員会で学校運営が適切かどうかを判断している。現状
では、学校運営（学科運営）が適切かどうかは次の各調査等においてチェックできるようにして
いる。
①学校法人調査 ②自己点検・自己評価 ③学校基礎調査④専修学校各種学校調査 等であ
る。
組織体制強化やシステム構築にも努め、次のようなものがある。
（A）組織体制①財務情報公開体制（学校法人）②個人情報管理体制（滋慶学園グループ）③
広告倫理委員会（滋慶学園グループ）④進路変更委員会（滋慶学園グループ）（B）システム
（管理システム）①個人情報管理システム（滋慶学園グループ）②建物安全管理システム（滋慶
学園グループ）③防災管理士システム（滋慶学園グループ）④部品購入棚卸システム（滋慶学
園グループ⑤コンピュータ管理システム（COM グループ）
またリスクマネジメント委員会も設置し、昨今の教育現場などでの事故などをグループとして共
有し、教育を取り巻く事故防止に向けて、マニュアル制作等を実施し防止に努めている。
滋慶学園グループ、滋慶学園COM グループと全体というスケールメリットを活かし、各委員
会、体制、システムにより、各校が常に健在な学校（学科）運営ができるようにしている。

学校教育を取り巻く制度も変化している。とりわけ2025年度に於いては2026年4月より
実施される学校教育法施行規則等改正に基づき、学則についても単位制へ変更。
(ただし、2学年以降に関しては、学校教育法施行規則等改正の附則第２条（経過措
置）に基づき、「単位時間」を用いている)。社会制度の変化に沿ってコンプライアンス
も重視し、学校運営を行っている。また、DX化の加速に伴い重要しされる情報セキュ
リティーに関しても先述した通り、滋慶CSIRTを設置し、様々なインシデントに対しての
対策を行っている。JPACにおける教職員個人に向けた個人情報保護のリテラシーと
合わせて、更なる学生一人ひとりの大切な情報を守っていく。また左記に述べた通り、
辺野古や部活動遠征中によるバス事故等、昨今の学校教育機関で起こっている様々
な事故対策においても、2025年当初よりマニュアルを作成し、在校生の安心・安全を
守ることができるよう、教職員一同細心の注意を払い、実習計画等を行っている。2026
年度は更にこのような事象が発生しないよう、マニュアルを改めて、周知徹底を行って
いる。

9-44
個人情報に関し、その保護のための対
策がとられているか

8-42
財務情報公開の体制整備はできてい
るか

9-43
法令、設置基準等の遵守と適正な運
営がなされているか
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